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○ 特定事業所加算 

問 13 特定事業所加算の体制要件として、サービス提供責任者が訪問介護員

等に対して文書等による指示を行い、サービス提供終了後、担当する訪問

介護員等から適宜報告を受けることとされているが、毎回のサービスごと

に行わなければならないのか。 

（答） 
   サービス提供責任者は、サービス提供前に訪問介護員等に対して文書等

による指示を行い、事後に訪問介護員等からの報告を適宜受けることとし

ているが、下図ＡからＣまでに示す場合については、サービス提供責任者

が文書等による事前の指示を一括で行い、サービス提供後の報告を適宜ま

とめて受けることも可能である。 
（図Ａ）１人の訪問介護員等が同一の利用者に複数回訪問する場合 

 

（図Ｂ）サービス提供責任者が不在である場合 

 
（図Ｃ）１人の訪問介護員等が複数の利用者に１回ずつ訪問する場合 
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医師が疾病治療の直接手段として脂質異常症食にかかる食事せんの発行の

必要性を認めなくなるまで算定できる。 
 

 
【訪問介護】 
 
○ サービス提供責任者の配置基準 
 
（問１１）非常勤のサービス提供責任者が、指定訪問介護事業所において勤

務する時間以外に、他の事業所で勤務することは差し支えないか。 
（答） 

差し支えない。 
例えば、所定労働時間が４０時間と定められている指定訪問介護事業所に

おいて、３０時間勤務することとされている非常勤の訪問介護員等を、（常勤

換算０．７５の）サービス提供責任者とする場合、当該３０時間については、

指定訪問介護事業所の職務に専ら従事する必要があるため、他の事業の職務

に従事することはできないが、それ以外の時間について、他の事業（介護保

険法における事業に限らない。）の職務に従事することは可能である。 
 
○ 特定事業所加算 
 
（問１２）特定事業所加算の人材要件のうちの訪問介護員等要件において、

指定訪問介護事業所が障害者自立支援法における指定居宅介護等を併

せて行っている場合の取扱いについて 
（答） 

人材要件のうち訪問介護員等要件における職員の割合の算出にあたっては、

介護保険法におけるサービスに従事した時間により算出された常勤換算の結

果を用いるものとする。したがって、障害者自立支援法における指定居宅介

護等に従事した時間は含めない。 
 
（問１３）次のような場合における特定事業所加算の取扱い及び届出に関す

る留意事項について 
・特定事業所加算（Ⅰ）を算定している事業所が、人材要件のいずれか一

方若しくは双方又は重度要介護者等対応要件を満たさなくなった場合 
・特定事業所加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定していた場合に、一方の要件を

満たさなくなったが、もう一方の要件を満たす場合 
（答） 

特定事業所加算については、月の１５日以前に届出を行った場合には届出

日の翌月から、１６日以後に届出を行った場合には届出日の翌々月から算定
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することとなる。この取扱いについては特定事業所加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を

算定していた事業所が（Ⅰ）を算定しようとする場合の取扱いも同様である

（届出は変更でよい。）。 
また、特定事業所加算を算定する事業所は、届出後も常に要件を満たして

いる必要があり、要件を満たさなくなった場合は、速やかに廃止の届出を行

い、要件を満たさないことが明らかとなったその月から加算の算定はできな

い取扱いとなっている。 
ただし、特定事業所加算（Ⅰ）を算定していた事業所であって、例えば重

度要介護者等対応要件のみを満たさなくなる場合は、（Ⅰ）の廃止後（Ⅱ）を

新規で届け出る必要はなく、（Ⅰ）から（Ⅱ）への変更の届出を行うことで足

りるものとし、届出日と関わりなく、（Ⅰ）の算定ができなくなった月から（Ⅱ）

の算定を可能であることとする（下図参照）。この場合、居宅介護支援事業者

への周知や国保連合会のデータ処理期間の関係もあるため速やかに当該届出

を行うこと。この取扱いについては、例えば（Ⅲ）を算定していた事業所が、

重度要介護者等対応要件を満たさなくなったが、人材要件のいずれかを満た

すことから、（Ⅲ）の算定ができなくなった月から（Ⅱ）を算定しようとする

場合も同様とする。  

特定事業所加算（Ⅰ）を取得していた事業所において、重度要介護者等要件が変動した場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

（Ⅰ） (Ⅰ) (Ⅰ) (Ⅰ) (Ⅱ) (Ⅱ) (Ⅰ) (Ⅰ) ・・・・

20%以上

変更
Ⅰ→Ⅱ

変更
Ⅱ→Ⅰ20%以上

20%以上

20%未満

20%以上

20%以上

算定できる加算

 
 ①７～９月の実績の平均が２０％を下回るケース・・・１０月は要件を満たさない。

このため１０月は（Ⅰ）の算定はできないため、速やかに（Ⅱ）への変更届を行う。 
 ②①の後、８～１０月の実績の平均が２０％を上回るケース・・・１１月は（Ⅰ）の

算定要件を満たした状態となるが、（Ⅰ）の算定開始日は届出後となるため、変更

届を１１月１５日までに行えば、１２月から（Ⅰ）の算定が可能となる。 
 
 
○ 緊急時訪問介護加算 
 
（問１４）緊急時訪問介護加算の算定時に身体介護に引き続き生活援助を行

った場合の報酬の算定について。 

重 

度 

要 

介 

護 

者 

等 

割 

合 
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問 14 特定事業所加算の重度要介護者等対応要件に、「たんの吸引等の行為

を必要とする利用者」が含まれたが、たんの吸引等の業務を行うための登

録を受けた事業所以外はこの要件を満たすことができないのか。 

（答） 
   登録事業所以外であっても、要介護４以上又は認知症自立度Ⅲ以上の割

合が 20％以上であれば、重度要介護者等対応要件を満たす（登録事業所に

限り、たんの吸引等の行為を必要とする利用者を重度要介護者等対応要件

に関する割合の計算に当たり算入できる。）。 
なお、「たんの吸引等の行為を必要とする利用者」とは、たんの吸引等の

行為を当該登録事業所の訪問介護員等が行うことにつき医師の指示を受け

ている者をいう。 

 

問 15 特定事業所加算の重度要介護者等対応要件における具体的な割合はど

のように算出するのか。 

（答） 
重度要介護者等対応要件の利用者の割合については、利用実人員又は訪

問回数を用いて算定するものとされているが、例えば下記のような場合、

前三月の平均値は次のように計算する（前年度の平均値の計算についても

同様である。）。 

  状態像 利用実績 

 要介護度 認知症

自立度

たんの 

吸引等が

必要な者

１月 ２月 ３月 

１ 利用者Ａ 要介護１ ―  ２回 １回 ２回 

② 利用者Ｂ 要介護１ Ⅲ  ４回 ０回 ４回 

３ 利用者Ｃ 要介護２ ―  ４回 ３回 ４回 

４ 利用者Ｄ 要介護２ ―  ６回 ６回 ４回 

５ 利用者Ｅ 要介護２ ―  ６回 ５回 ６回 

⑥ 利用者Ｆ 要介護３ Ⅲ  ８回 ６回 ６回 

⑦ 利用者Ｇ 要介護３ ― ○ １０回 ５回 １０回 

⑧ 利用者Ｈ 要介護４ Ⅲ  １２回 １０回 １２回 

⑨ 利用者Ｉ 要介護５ Ⅱ ○ １２回 １２回 １２回 

⑩ 利用者Ｊ 要介護５ Ｍ ○ １５回 １５回 １５回 

 重度要介護者等合計 ６１回 ４８回 ５９回 

 合計 ７９回 ６３回 ７５回 
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（注１）一体的運営を行っている場合の介護予防訪問介護の利用者に関して

は計算には含めない。 
（注２）利用者Ｇについては、たんの吸引等の業務を行うための登録を受け

た事業所のみ算入可能。 
（注３）例えば、利用者Ｈ、Ｉ、Ｊのように、「要介護度４以上」、「認知症自

立度Ⅲ以上」又は「たんの吸引等が必要な者」の複数の要件に該当する場

合も重複計上はせず、それぞれ「１人」又は「１回」と計算する。 

 
① 利用者の実人数による計算 

・総数（利用者Ｂは２月の利用実績なし） 
１０人（１月）＋９人（２月）＋１０人（３月）＝２９人 

・重度要介護者等人数（該当者Ｂ，Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊ） 
６人（１月）＋５人（２月）＋６人（３月）＝１７人 

したがって、割合は１７人÷２９人≒５８．６％≧２０％ 

 
② 訪問回数による計算 

・総訪問回数 
７９回（１月）＋６３回（２月）＋７５回＝２１７回 

・重度要介護者等に対する訪問回数（該当者Ｂ，Ｆ，Ｇ，Ｈ，Ｉ，Ｊ） 
６１回（１月）＋４８回（２月）＋５９回（３月）＝１６８回 

したがって、割合は１６８回÷２１７回≒７７．４％≧２０％ 

 
なお、上記の例は、人数・回数の要件をともに満たす場合であるが、実

際には①か②のいずれかの率を満たせば要件を満たす。 
また、当該割合については、特定の月の割合が２０％を下回ったとして

も、前年度又は前三月の平均が２０％以上であれば、要件を満たす。 

 
※ 平成 21 年Ｑ＆Ａ（Vol.１）（平成 21 年 3 月 23 日）問 29 は削除する。 
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令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.６） 

（令和６年５月 17日） 

 

【訪問介護】 

○ 特定事業所加算 

問１ 新設された特定事業所加算（Ⅰ）・（Ⅲ）の重度要介護者等対応要件である看

取り期の利用者への対応実績について、前年度又は算定日が属する月の前３月間

における実績と算定期間の具体的な関係性如何。 

（答） 

算定要件に該当する者の対応実績と算定の可否については以下のとおり。（前々年

度には対応実績がなかったものとした場合） 

前年度 
４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

対応実

績 
 ○ ○ ○    ○ ○ ○ ○  

算定可

否 
× × ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ 

 

当該年

度 

４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

対応実

績 
            

算定可

否 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

※ 令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15日）問１は削

除する。 
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【訪問介護】 

○ 特定事業所加算について③中山間地域等に居住する者へのサービス提供体制の算出方

法 

問３ 特定事業所加算（Ⅴ）の体制要件における中山間地域等に居住する者への対応

実績について、具体的にどのように算出するのか。 

（答） 

中山間地域等に居住する者への対応実績については、利用実人員を用いて算定するも

のとされているが、例えば下記のような場合、前３月の平均値は次のように計算する（前

年度の平均値の計算についても同様である。）。 
 

  居住地 特別地域加

算等（※）の

算定状況 

利用実績 
 

  中山間地域等 それ以外の地

域 

１月 ２月 ３月 

1 利用者 A ○ 
  

○ ○ ○ 

2 利用者 B 
 

○ 
 

○ ○ ○ 

3 利用者 C ○ 
 

○ ○ ○ ○ 

4 利用者 D ○ 
  

○ ○ 
 

5 利用者 E 
 

○ 
 

○ ○ 
 

（※）特別地域加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者

へのサービス提供加算 

（注１）一体的運営を行っている場合の介護予防訪問介護の利用者に関しては計算には含

めない。 

（注２）特別地域加算等の算定を行っている利用者に関しては計算には含めない。 

・中山間地域等に居住する利用者（A,D(特別地域加算等を算定する利用者 Cを除く)） 

２人（１月）＋２人（２月）＋１人（３月） ＝５人 

したがって、対応実績の平均は５人÷３月≒1.6人≧１人 

 

なお、当該実績については、特定の月の実績が１人を下回ったとしても、前年度又は前

３月の平均が１人以上であれば、要件を満たす。 
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